































































































































年度 一般会計当初 対前年度 補助金等当初 対前年度 対前年度 補助金等
予　算　額 伸　　率 予　算　額 増△減額 一層　率 の割合
！980 425888　， 10．3 138，520
??，
7．5 32．5
1981 467881　， 9．9 145，067 6，547 4．7 31．0
1982 496，808 6．2 147658　，
??，
1．8 29．7
1983 503796　， 1．4 149950　，
??， L6 29．8
1984 506，272 0．5 145645　， △4，305△2．9 28．8
1985 524，996 3．7 144，301 △1344　　， △0．9 27．5





























件数 金額 件数 金額
げ件数
統合前 統合後 差引 件数 件数 金額 件数 件数 金額?
億円 億円 億円
1980328 5337371，095 6 54 39 15 66793 39 21L9061，667
1981292 4615861，198 10 129 55 74 210 88 29 141，3291，688
198248 337 7662，735 7 786 206 58011785 35 8 2，017 3，107
19831543551，108 3，6249 134 74 607283 28 711，6314，007
198483 589953
??，
12 34 15 19 65 81 27 111，239 7，848
1985147330 833
??「
282 134 70 64 10859 14 5 1，568 5，289




















1984（〃59）年　　　度 1958（昭和33）1965（〃40）1970（〃45） 1980（ク55）1983（・581都道府県 市　町　村 純　計　掻
玉）義務教育費 956（27．4）2，214（23．9） 4，789（23．0）20 887〔19．9） 23，294〔2玉、η3，965（33．9）137〔0．4）蹴，IO2（22．η
生活保護費 387（11，2） 931（IO．1）2，203（10，6｝9β84（80．9）11β43qO．6） 2、395〔3，4）9、451〔26．8＞U．846（1L2〕
児童保護費 66（1．9） 205（2．2） 7D4（3．4）4，243（4．0）4，411（4．1）1，364（1．9＞3、168〔9．0〕41533（4、3＞
結核医環費 一 一 一 503（0．5）389（0．4）262（0，4）142〔0．4）40徴　O．4）
精神衛生費 一 　 一 802（0．8）743（0．7） 702（1，0） 一 702（O、7＞
老人保護費 一 一 一 1，810（1．7） 2，406（2．2）973（1，4）1、575〔4．5）2，547（2．4）
老人医療費 一 一 　 2，990〔2．9） 一 一 一 一
普通建設事業費 1，018（29．2）3，43｝（37．1）91042143．5）47、595〔45，3）軋418（4L3）29213（41．3〕14、125〔40．0431338〔40，9）
災害復旧事業費 419（12．0）873（9．41944〔4．5）3，294（3．1〕5、753（5．4） 3，215〔4，5） 1，101（3．1）4，316（4．1）
失業対鷹事剃モ 206（5．9）318〔3，4） 457（2．2） 904（O．9） 792（0．7） 250〔0，4）49 （L4）745（0．7）
2）委　　託　　金 87（2．5｝ 170（1．8｝341（L612，081〔2．0） 1，899（1．8）765（1．1）775（2．2）1，541〔1．5＞
建設事業費 33〔O．9） 86〔0．9）64（0．3） 171〔0．2） 195（0．2） 168（0．2） 64〔0．2）232（0．2）
そ　　の　　他 54〔1．6） 84（0．9〕 277（1．3｝1、908〔1．8）1，704（1．6）597（0．9） 712〔2、0｝1、309（1．3｝



















? ? ? ? ?
比
区　　　　　　分
19751977 1980 1983 19841975 1977 1980 1983 1984
国庫財源を伴うもの 4，422 6，52010，0059，448 8，63561．4 65．68．2 62．8 60．2
児童保護費負担金 290 386 450 462 471 4．0 3．9 3．1．3．1 3．3
老人保護費負担金 491 231 3ユ0 392 4126．8 2．3 2．1 2．6 2．9
老人医療費負担金 一 496 750 一 一 一 5．0 5．1 一 一
普通建設事業費支出金 2，076 3，2345， 12510024，92528．8 32．536．9 33．3 34．3
災害復旧事業費支出金 577 836 6641，075686 8．0 8．4 4．5 7．1 4．8
委　　　託　　　金 303 403 853 714 4044．2 4．0 5．8 4．7 2．8
普通建設事業 100 191 216 230 200 1．4 1．9 1．5 1．5 1．4
災害復旧事業 2 4 11 15 11 0．0 0．0 0．1 0．1 0．1
そ　　　の　　　他 200 208 626 469 194 2．8 2．1 4．2 3．1 1．3
そ　　　の　　　他 685 9331，5661，8031，736 9．6 9．510．7 12．0 12．1
都道府県費のみのもの 2，777 3，426， 605，588 5，71538．6 34．4 31．837．2 39．8
普通建設事業費支出金 1，1071，249
??， ??，
1，99715．4 12．6 12．1 12．913．9
災害復旧事業費支出金 11 10 11 10 1G0．2 0．1 0．1 0．1 0．1
そ　　　の　　　他 1，658
??，
2，831 3，635 3，70923．0 21．719．6 24．2 25．8

























































































































































































































省　　庁 補　　助　　金　　名 補助率 60年度¥算額 内　　　　　　　　　　　容 根　拠　法　令　等
創設年度 終　期




山村地域若者定住環境整備モデル事業費 1／2（山村〉 445若者センター，総合スポーツセンター 「予算補助」 54年度 62年度
1／3（都市） （継続のみ15ヶ所）
克雪生活圏整備事業費補助金 1／2 250体育館，テニス場，克雪センター（集会室等） 「予算補助」 58年度
（継続4ヶ所，新規4ヶ所〉
離島開発総合センター建設事業費補助金 1／2又は 425大型センター　（継続4ヶ所，新規3ヶ所〉 「予算補助」 48年度
定　額 小型センター　（継続4ヶ所，新規1ヶ所）























農林水産省 農村総合整備モデル事業費補助金 5／10 5，078農村環境改善センター 「予算補助」 48年度
（6035ヶ所）
農業構造改善事業費補助金
新農業構造改善事業費補助金 1／2 7，344構造改善センター 「予算補助」 53年度
（60317ヶ所）
林業構造改善事業費補助金
〈林野庁〉 1／2 664集会施設（6046ヶ所） 「予算補助」 55年度
新林業構造改善事業費
〈水産庁〉 沿岸漁業構造改善事業費捕助金 1／2．4／10 513漁村センター（60　24ヶ所） 「予算捕助」 51年度
労働　省 勤労婦入青少年福祉施設整備費等補助金 1／3 960働く婦人の家　　　（60　14ヶ所） 「雇用保険法」 28年度
勤労婦人青少年福祉施設整備費 勤労青少年ホーム（60　18ヶ所）





































山　　付　　金　　等　　の　　名　　称 昭和60年度 備　　　　　考所管省庁 父 予算額 人　員
環境　庁 公害健康被害補償給付支給事務費交付金 1，572 27560定額補助金化1／2













































































































































































































































所管 補　助　金　等　名 59補助率 60補助率 61補助率 備　　　考













環 補助金i60年度買上げ分） （8／10） 7／10 7／10








（地籍調査管理事業補 2／3 6／10 1／2
助金）
（地籍調査費補助金） 2／3 6／10 5．5／10
（目細）土地分類細部調査費 2／3 6／10 1／2
補助金
（目細）土地分類基本調査費 2／3 6／10 1／2
補助金?
（目細）都道府県水調査費補 （2／3） 6／10 1／2
助金
（目）小笠原諸島振興費補助金






（道路整備） 3／4 2／3 6／10
土 （港湾整備（水域外郭）） 10／10 9／10 9／10
（目細）産業振興・観光開発
費補助
（農業生産基盤整備） 7／10 6．5／10 6．25／10
（漁業基盤整備（用地）） 8／10 7／10 2／3




（生活環境等施設整備 2／3 6／10 1／2
庁 （医師住宅，診療所））
（教育施設（高等学校）） 2／3 6／10 5．5／10
（教育施設（小中学校）） 4／5 7／10 2／3 61年度事業なし









所管 補　助　金　等　名 59補助率 60補助率 61補助率 備　　　考
（目）田園都市構想モデル事業
費補助金
（目細〉地域行動推進事業費 1／2 1／2 1／3
補助金（新規分〉







（基幹的事業） 1／2 1／2 1／2
（準基幹的事業） 1／2 1／2 4．5／10






（基幹的事業） 1／2 1／2 1／2
（準基幹的事業） 1／2 1／2 4．5／10





（離島開発総合セン．タ ユ／2 1／2 4／10
一建設事業（新規分））
（コミュニティーアイ 一 1／2 4．5／10ランド推進事業（新規
分〉）
? （目）海外技術協力推進団体補


































































































































































所管 補　助　金　等　名 59補助率 60補助率 61補助率 備　　　考
（目細）身体障害児援護費等 8／10 7／10 1／2
補助金
（目）母子保健衛生費補助金
（目細）未熟児養育費等補助 8／1Q 7／10 1／2
厚 金
（目細）妊婦乳児健康診査費 8／10 7／10 1／2
等補助金（妊産婦乳幼
児保健指導費）
（目）特別障害者手当等給付費 8／ユ0 7／10 7／ユ0 目名変更（←福祉手当給?
補助金 付費捕助金）
（目）児童扶養手当給付費負担 一 8／10 7／10金
（目）児童保護費等補助金
（目細）児童福祉事業対策費 一 1／2 ユ／3? 等補助金（児童相談等
特別事業費）




















































（目細）沖縄県試験研究機関 10／ユ0 10／10 9．5／10
一66一
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（目細）第三期山村振興農林 ユ／2 1／2 4．5／10，1／2基盤整備
漁業振興対策事業費補 1／2（現行どおり）
助金 簡易な事業について
（目細）農村地域定住促進対 1／2 1／2 1／3，4／10，ユ／2 はメニュー除外
策事業費補助金 近代化施設
（目）農業構造改善事業費補助 1／2 1／2 1／3，4／10，ユ／2 基幹的施設1／2（現




（目）畜産総合対策事業費補助 1／2 1／2 1／3，4／10，ユ／2 10，生産総合及び畜
金 産総合4／10，1／3）
（目）林業構造改善事業費補助 1／2 1／2 1／3，4／10，ユ／2 その他メニュー除外
金 環境整備














































所管 補　助　金　等　名 59補助率 60補助率 61捕助率 備　　　考










（目）離島航路補助金 7．5／10 2／3 2／3
（目〉失業対策事業費補助金 2／3 6／10 1／2 61年度から措置される持
」馳’ （除く資材費二等） 例給付金については1／2
万 （56年度特例措置1／3）
（目）特定地域開発就労事業費 2／3 6／10 1／2
働 補助金
（目）職業転換訓練費補助金




（目細）市町村消防施設等整 2／3 6／10 5．5／10
備費補助金（過疎離?
島〉




















事　　　　　　　　　業 59補助負担率 60補助負担率 61補助負担率
河　　川
中小河川改修費（一級河IID 2／3 6／ユ0 5．5／ユ0
ク　　　（大規模分） 3／4 2／3 6／10
砂　　防（一般分） 2／3 6／10 5．5／10
治　　山
治山事業費（山地治山） 2／3 6／10 5．5／10
〃　　（総合治山） 2／3 6／10 5．5／10
海　　岸
高潮対策費（特定海岸） 2／3 6／10 5．5／10
侵食対策費（特定海岸） 2／3 6／10 5．5／10
道　　路
一般国道道路改築 3／4 2／3 6／10
地方道改築 2／3 6／10 5．5／10
交通安全施設く通学路） 2／3 6／10 5．5／10
街　　路（一種改良） 2／3 6／10 5．5／ユ0
港　　湾
特定重要港湾　臨港道路（新交通システム） 2／3 6／10 5．5／10
ウ　　　水域・外かく　（貿易） 6／10 5．5／10 1／2
避難港 3／4 2／3 6／10
漁　　港
漁港修築費　外かく・水域（4種） 3／4 2／3 6／10
ク　　　　　ク　　　（特3種） 7／10 6．5／10 6／10
〃　　　　　〃　　　（3種） 6／10 5．5／10 1／2
”　　　　　　　1ナ　　しこ　留　　（特3　種，　　4種） 6／10 5．5／10 1／2
空　　港
第二種空港（B） 3／4 2／3 6／10
下水道
公共下水道　管きょ 6／10 5．5／10 1／2
〃　　　終末処理場 2／3 6／10 5．5／10
流域下水道　管きょ 2／3 6／10 5．5／10
〃　　　終末処理場（第1種） 3／4 2／3 6／10
〃　　　　　〃　　（第2種） 2／3 6／10 5．5／10
公　　園
用地（児童公園1，000m2以上1，200m2未満） 1／3 1／3 3／10
農業基盤
広域農道 6．5／10 6／10 5．5／10
農地開発 6．5／10 6／10 5．5／10
防災ダム 6．5／10 6／10 5．5／10
干　　拓 6．5／10 6／10 5．5／10
林　　道
広域基幹林道 6．5／10 6／10 5．5／10
峰越連絡幹線林道 2／3 6／ユ0 5．5／10
沿岸漁場整備
魚礁設置（大型） 6／10 5．5／10 1／2
人工礁漁場造成 7／10 6．5／10 6／10
一69一
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いる。
　一方，投資的経費系統では，建設省，農林水産省関係が中心をなすが，（1）
国庫補助負担率が2分の1を超える事業については，原則としてユ985（昭和
60）年度の補助負担率を更に一段引き下げる。（2）直轄事業については，昭和
60年度の負担割合に据え置く。（3）いわゆる地域特例に関してはその一部につ
いて引き下げを行うものとするが通常の補助負担率以下となるものは対象外
とする。（4）上記のほか，60年度に引きつづき引き下げの対象から除外するも
のを設ける，などである。
　公共事業費について注意すべき点は，国の内需拡大策との関連もあり，補
助率の引き下げによる予算削減が事業量の拡大によりカバーされており，経
常経費系統における民生的行政分野（生活保護費等）の扱いと異なっている
　　　　　　　　　　　　　　　（13）ことに注意しておかねばならない。その他公共事業の採択基準引き上げ及び
小規模な事業を地方単独事業として実施することとしたこと，公立学校施設
整備費補助金の国庫補助負担率の引き下げを行ったことなどがあげられる。
　なお，昭和62年度当初予算での補助率カットにともなう地方財政の財源不
足額は1兆4970億円となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下次号）
㈲　この点，前掲，拙稿「61年度予算案は自治体財政に何をもたらすか」も参照。
一70一
